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東京都国民保護協議会議事録 

 

１ 日  時 

  令和６年 10月 29日（火）14:30～15:00 

 

２ 会  場 

  東京都庁第一本庁舎８階 災害対策本部室 

 

３ 出席委員 

  77名 

 

４ 議  事（要旨は別紙のとおり） 

（１）現行計画の概要及び計画変更の方針等（報告） 

（２）東京都国民保護計画変更（審議） 

 

５ 配布資料 

   ○ 委員名簿 

   ○ 資料 東京都国民保護計画の変更について 
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栗岡副知事 

 

 

ただ今から、東京都国民保護協議会を開催いたします。議事に入るまでの間、司

会進行を務めさせていただきます、総務局国民保護担当部長の永田でございます。 

よろしくお願いいたします。 

それでは、議事に先立ちまして、東京都国民保護協議会会長の小池知事からご挨

拶申し上げます。 

 

今日は、お集まりいただき、ありがとうございます。 

2022 年２月に、ロシアによるウクライナ侵攻が始まってから、２年半が経過しま

した。この間、特に首都キーウに対するミサイル攻撃は、武力で問題解決を図ろう

とする行動がこの時代でも現実となること、そして、首都が戦略的・軍事的に極め

て重要であることを改めて示しました。 

また近年、北朝鮮は弾道ミサイルを繰り返し発射しています。これらを俯瞰すれ

ば、首都東京へのミサイル攻撃を現実的な脅威として直視することが必要です。 

現在の「東京都国民保護計画」は、令和元年度に変更したものです。これに基づ

き、これまで緊急一時避難施設の指定を進め、リーフレットや動画での避難行動の

周知や、国と共同した国民保護訓練など、弾道ミサイル攻撃への対応力を強化して

きました。 

この度、その後の情勢の変化や、東京都の国民保護に係る施策の進展を踏まえ、「東

京都国民保護計画」を変更することとしました。武力攻撃を含むあらゆる事態にお

いて都民の生命、身体、財産を守ることは、都知事として最も重要な使命です。 

国民保護協議会委員の皆様から多様な視点で専門的な知見を頂戴しながら、都民

の命を確実に守る、実効性の高い計画にしたいと考えています。 

今日は、計画の変更方針をご議論いただきます。忌憚のないご意見をよろしくお

願いいたします。 

 

国民保護協議会委員の方々につきましては、昨年度末の人事異動などに伴い交代

しております。新たな委員名簿は事前にお配りしたとおりでございます。また、新

しい委員の皆様には、快く委員ご就任をお引き受けいただきまして、心より御礼申

し上げます。 

ここからの議事の進行につきましては、都の防災対策を所管する、栗岡副知事に

お願いいたします。 

 

東京都副知事の栗岡でございます。次第に従いまして議事を進めたいと存じます。 

まず、報告事項の「東京都国民保護計画の変更」につきまして、事務局からご説

明をお願いいたします。 
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東京都国民保護計画の変更について、ご説明します。まず、国民保護計画の概要

について説明させていただきます。 

平成 16年の国民保護法の施行に伴い、国民保護に関する基本方針が策定され、指

定行政機関や区市町村は国民保護計画を、指定公共機関は国民保護業務計画を作成

しています。東京都としましても、平成 18年に法定受託事務として実施する国民保

護措置などを規定した東京都国民保護計画を作成しました。内容としては、国民保

護のための総合的な推進に関する事項などを定めており、東京都の特色としては、

テロへの対処を重視するとともに、対処にあたっては災害対策のしくみを最大限に

活用することとしています。国民保護全般の業務としては、避難から救援、武力攻

撃災害への対処に至る過程において、それぞれ、国、区市町村、指定公共機関など

相互に連携するとともに住民の協力も必要不可欠なものとなります。 

今回の東京都国民保護計画の変更は、知事が冒頭で話されたように、国民保護を

取り巻く情勢は変化しており、特にミサイル攻撃の脅威が顕在化しています。我が

国近隣においては相次ぎ弾道ミサイルが発射され、令和４年 10月には、ミサイル発

射情報である J アラートが約５年ぶりに発出され、その後、今年の５月までに７回

も発出されました。世界に転じてみても、令和４年２月にロシアによるウクライナ

侵略が開始され、首都キーウにもミサイル攻撃があり、首都攻撃への対応の重要性

が明らかになりました。 

このような状況の中、東京都としてもミサイル攻撃から都民を守る取組を推進し

ています。ミサイル攻撃等の爆風などから直接被害を軽減するための緊急一時避難

施設を昨年度末現在で 4,474 箇所指定し、東京の全人口を収容できる規模の施設を

確保していますが、地域偏在や昼間滞留人口を考慮して更なる指定を推進していま

す。また、避難行動に対する普及啓発としては、避難行動を分かりやすく示したリ

ーフレットや動画を作成し、ホームページや SNS など各種媒体を活用して情報発信

しています。さらに、今まで大規模テロを想定した訓練を実施してきましたが、昨

年度から国や区市町村、関係機関と連携して、弾道ミサイルを想定した国民保護訓

練を充実させています。 

よって、今回の変更にあたっては、ミサイル攻撃を現実的な脅威として捉え、ミ

サイル攻撃への対処を強化するとともに、大規模テロなどについても引き続き対処

することによって、より実効性の高い計画に変更することを変更方針として考えて

います。 

変更のポイントの一つ目として、大規模テロやミサイル攻撃などの国民保護訓練

の成果を踏まえて、都及び区市町村と警察、消防、自衛隊などの関係機関の連携要

領を確認し構成を整理することとします。具体的には、事態などへの対処を最初に

記載し、対処のための平素の備えを後述することによって実効性を重視します。事

態などへの対処においては、実施体制や国民を保護するための措置の実施内容を整

理します。また、緊急対処事態である大規模テロ等について、武力攻撃事態と共通
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する内容を整理します。 

さらに、避難、救援、武力攻撃の対処と推移する中で、国・都・区市町村・そし

て関係機関などの役割を確認し、それぞれの国民保護措置などを記載するとともに、

住民の協力についても、合わせて記載します。 

ポイントの二つ目として、大規模テロ等だけでなく、弾道ミサイル攻撃を重視し

ます。そして、都が進めているミサイル攻撃への備えとして「緊急一時避難施設の

指定推進」「避難行動に対する普及啓発」「弾道ミサイルを想定した国民保護訓練の

実施」を計画に反映します。 

今後の予定として、来年１月に東京都国民保護協議会幹事会開催し、変更素案を

提示し、その後、素案を公表して、意見を募集します。そして、意見を反映した変

更案を作成し、４月に東京都国民保護協議会を開催し審議します。了承が得られた

ならば、国に協議し、来年の７月を目途に東京都国民保護計画の変更を決定し公表

したいと考えています。 

以上で、東京都国民保護計画の変更についての説明を終わります。 

 

ただいまの事務局からのご説明について、ご質問やご意見がございましたら、ご

発言ください。 

それでは、加來委員、ご発言をお願いいたします。 

 

冒頭にご説明がありましたが、昨今の情勢を踏まえまして、特にミサイル攻撃を

取り上げるということですが、同時に、ドローンを用いた攻撃もより現実的なもの

となっていると思います。これについては、ミサイル攻撃への対応とは異なる対応

が必要になる部分もあると思われますので、合わせてご検討頂ければと思います。 

 

貴重なご意見有難うございました。ただいま頂いたご意見を踏まえながら、検討

を進めてまいりたいと思います。 

それでは、河本委員、ご発言をお願いいたします。 

 

ご指名頂き有難うございます。全般を通して３点ほどコメントしたいと思います。 

１点目は、被害想定に関することです。防災の対策等では、詳細な被害想定が明

示されているものもあり、受け手側の都民も、分かりやすく、リアリティを持って、

自分事として向き合えるということが言えると思います。一方で、ミサイル攻撃へ

の対策に関しては被害想定が明らかになっておらず、受け手側の都民も、リアリテ

ィを持って受け止めることが難しいのではないかと思います。 

また、東京都の取組として、緊急一時避難施設の指定や国民保護訓練の実施を推

進していくとおっしゃっていたと思いますが、それについても被害想定なしに、都

民の理解を進めていくことは難しいのではないかと思います。 
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東京都として、何らかの形で被害想定を示していくことはできないか、というの

が１点目に関してです。 

２点目は、緊急一時避難施設に関することです。私もリストを拝見し、4,000か所

以上が指定されておりますが、災害対策基本法上の避難場所等と重複して指定され

ている場所も多いと思います。災害対策基本法上の避難と、国民保護法上の、いわ

ゆる、国からの住民の避難に関する措置を受けた避難指示に基づく避難とは、避難

をする先の目的が違うように思われます。 

ミサイルが飛んできて、時間に暇がない中で避難施設に避難して、ミサイルから

の被害軽減を図るということですから、避難施設の開設が極めて迅速になされない

と、その機能を果たさないということがあるわけです。 

時間帯で言えば、夜間や休日であるとか、避難施設で言えば、指定箇所の多い小

中学校や公共施設について、そういった所は本当に開設可能なのかどうかを含め、

実行性をどのようにしていくか、今一度、お考え頂ければと思います。 

３点目は、これは難しい問題かと思われますが、都民に対する啓発や訓練への参

加に関することです。国民保護に関する法律ができたのは 2004年ですが、まだまだ、

住民の国民保護への馴染みがないというのが実情だろうと思います。 

今回、ミサイルへの対処ということで、堅ろうなコンクリートの建物を含む緊急

一時避難施設を指定しているが、それによって、緊急一時避難施設に逃げれば良い

というような、ある意味での誤解を生まないか懸念しています。 

例えば、普段から堅ろうなビルの中で仕事をしていたり、堅ろうなコンクリート

のマンションにいる人が、わざわざ緊急一時避難施設に避難するために外出し、か

えって身を危険に晒さしてしまうようなことがあってはならないので、その辺りの

整理や周知が非常に重要であると考えます。 

また訓練への参加についても、国民保護訓練というのは一般住民の参加が難しい

と言われておりますし、法律でも義務化されていません。一方で災害対策基本法上

では、努力義務ではありますが住民の訓練参加に関して記載があり、防災訓練等は

比較的、住民の参加率が高いと思います。 

防災訓練と国民保護訓練を、いかに魅力的に連携していくかということに関して、

今回の検討の中で、より踏み込んだ取組を示して頂きたいと思います。 

 

河本委員、貴重なご意見、誠にありがとうございます。只今、頂きました３点の

コメントを踏まえまして、今後、しっかりと検討していきたいと思います。 

それでは、先ほど事務局から説明がありました、東京都国民保護計画の変更につ

いては、東京都国民保護協議会として承認いたしたいと存じますが、ご異議はござ

いませんか。 

異議はないようなので、変更方針については、東京都国民保護協議会として承認

することといたします。 
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頂戴したご意見については、今後、検討していきたいと存じます。 

以上で、予定の議事はすべて終了いたしました。それでは、進行を事務局へ返し

ます。 

 

加来先生、河本先生、貴重なご意見ありがとうございました。ご承認いただいた

方針に従いまして、東京都国民保護計画の内容の変更に着手し、先ほど示したスケ

ジュールで進めてまいります。本日の資料につきましては、本日夕方以降に、ホー

ムページに掲載いたします。 

これをもちまして、東京都国民保護協議会を終了いたします。本日は誠にありが

とうございました。 

以上 


